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1は じ め に
繰延資産とは,当期 の費用であるにもかかわらず,そ の効果が将来に発現す
るところから,貸借対照表に計上された内容をいう。それは損益計算 を重視す
る会計特有の考え方 にもとついて資産 に計上されたものである。一般的な社会
通念か らすれば,繰 延資産は財産価値 をもたないため資産 として理解 しにくい
内容になっている。したがって,そ れが法律規定として受け入れられるには,
かなりの時間を必要とした。
会計の考えと商法および税法の考えでは,微妙な食い違いが示されている。
会計 と商法の調整がある程度成 し遂げられたのは,昭 和37年の商法改正時であ
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る。繰延資産が どのようにして法律の世界に浸透 して行ったかを考察すること
は,会 計 と法の見方の違いを明 らかにするうえで重要である。
現行の商法には8項 目の繰延資産に関する規定が存在する。そのうち3項 目
は第二次大戦前から存在する規定であり,残 りの5項 目が戦後 に規定されたも
のである。1)本稿では,戦後に規定 された5項 目の繰延資産,す なわち開業費,
試験研究費,開 発費,新 株発行費および社債発行費に焦点をあて,そ れらの制
定経緯を明らかにしたい と考 える。それは会計の論理が法的に認知される過程
でもある。
2昭 和24年の企業会計原則
企業会計原則は戦後の新 しい会計基準 として昭和24年に設定された。繰延資
産に関しては,つ ぎのように規定されている(貸借対照表原則 ・一 ・D)。
「将来の期間に影響する営業費及び前払費用並びに当期純利益又は剰余金の
処分によって処理することのできない巨額の臨時的損失は,企 業の堅実性を害
しない限 り,次期以後の期間に配分 して処理するため,経 過的に貸借対照表の
資産の部に記載することができる。2)」
この規定には,繰 延資産だけでなく,前払費用および臨時巨額の損失も含ま
れている。た しかに,こ れらは将来に繰 り延べ られる費用 または損失 として共
通点をもっている。しか し,明確な相違点 も存在する。繰延資産は役務の提供
をすでに受けているのに対 し,前払費用はまだ役務の提供 を受けていない。繰
延資産 と前払費用は将来の収益に貢献するのに対 し,臨 時巨額の損失 にはその
ような役立ちを期待できない。三者の違いは明確であ り,区別をすることが望
ましい。
昭和24年の企業会計原則では,繰延資産 と前払費用を一括 して繰延勘定 と称
1)西 山忠範 「第286条[繰延資産 一創立費の繰延べ]」(上柳克郎,鴻 常夫,竹 内昭
夫編 『新版注釈会社法(8)株式会社の計算(1)』有斐閣,昭 和62年,200ペー ジ。)
2)新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成史料』中央経済社,平 成元年,154ペー ジ。
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していた。 したがって,資 産は流動資産,固 定資産および繰延勘定に三区分さ
れていた。繰延勘定は繰延資産 と前払費用の両者 を含む概念 として用い られて
いたわけである。 この名称は,昭 和49年に修正 されるまで,か なり長期間にわ
たって使用された。
企業会計原則は,繰延資産の具体例 として,「開発費,試験研究費,創 業費,
株式発行費等3)」(貸借対照表原則 ・四 ・←う・C)を あげている。 また,同 時
に公表 された財務諸表準則では,「創業費,社債発行差金,株式発行費,開発費,
試験研究費,建 設利息4)」が例示 されている。
当時の商法では,創 業費,社 債発行差金および建設利息の3項 目だけが認め
られていた。新株発行費が追加されたのは昭和25年の商法改正の ときである。
両者を比較すれば明らかなように,企 業会計原則は商法 よりも広 く繰延資産を
とらえていたことになる。
3昭 和26年の商法調整意見書
昭和26年9月に企業会計基準審議会から公表 された 「商法 と企業会計原則 と
の調整 に関する意見書」(以下,商 法調整意見書 と略す)は,企 業会計原則の
立場か ら商法に対 して14の提言を試みたものである。繰延資産関係では2つ の
提言がなされている。ひとつは創業費に関するものであ り,商法第286条で規
定されている内容に開業費を含めることを要求 した提言である。その理由はつ
ぎのように述べ られている。
「第286条は厳格 な設立主義の原則をとっているが,会社 にとって実際上重
要なことは法律上の会社の成立よりも現実の開業であ り,開業のため必要な経
費は本質上創立費用 と異ならぬ ものであるか ら,開業主義の原則を採用 し,開
業費を繰延資産 としてみとめることが一層合理的である。但 し,開業費の認定
3)同 書,160ペ ー ジ 。
4)同 書,237ペ ー ジ 。
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の条件は払込資本の一定率以下とすること。」(第九)
もうひとつの提言は,商 法で認め られている創業費,新 株発行費,社 債差額
および建設利息の4項 目に,つ ぎの3項 目を加えるべ きであるという主張であ
る(第 十)。
社債発行費用
開発費
試験研究費
これ らの3項 目のうち開発費と試験研究費はすでに企業会計原則で例示 され
ていたものである。 しかし,社債発行費用はそうではない。かといって,ま っ
たく新 しく登場 した項 目というわけで もない。社債差額(社 債発行差金)を 計
算するさい,社 債発行費を含める考えとそうでない考 えとがあるか らである。
社債差額は,通 常,社 債の額面 と発行価額の差額 として理解されている。しか
し,そ の差額 にさらに社債発行費を加算する見方がある。商法調整意見書が社
債発行費を独立の繰延資産項 目に掲げたということは,社 債差額を純粋に社債
の額面と発行価額の差額 としてとらえていることを意味する。
なお,同意見書は,臨時巨額の損失の繰延計上を認めるように要請 している。
その理由は,「企業財政の回復 を速かならしめ,却 って健全な会計慣行の発展
に資するものである」(第十三)か らと述べている。
法人税法に目を転 じてみると,昭和25年の基本通達では,(1)創業費,(2)社債
発行費用,(3)株式発行費,(4)建設利息,(5)開発費及び広告宣伝費,(6)土地,建
物及び船舶の登録税その他登記に要する費用,を繰延資産 として認めていた。5)
その後,昭 和34年の改正 により,繰延費用 と名称を変更したうえ,法 人税法に
規定されることとなった。繰延費用 という表現 を用いたのは,「あ くまで費用
の繰延べであるという趣旨6)」にもとつ くものであるといわれている。その表
現は,昭 和40年の全文改正にあた り,再び繰延資産に戻されることになった。
5)武 田昌輔編著 『DHCコンメンタール法人税法(第1-2巻)』 第一法規,2054ペー
ジ。
6)吉 国二郎監修 『戦後法人税制史』税務研究会,平 成8年,272ページ。
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繰延資産に関する企業会計原則の定義は,昭 和29年の修正時に注解でなされ
た。注解の(注12)がそれであ り,現在の(注15)の前身になる。そこでは繰
延資産について,つ ぎのように規定されている。
「将来の期間に影響する営業経費」 とは,既 に代価の支払が完了し,又 は支
払義務が確定 し,こ れに対応する役務 の提供 を受け取ったにもかかわ らず,そ
の効果が将来に発現するもの と期待 される営業経費をいう。7)
「営業経費」の部分を 「特定の費用」に修正 した点を除き,現行規定 と基本
的な違いは見 られない。繰延資産に関する定義は昭和29年の修正時に確立 した
といってよいであろう。
4昭 和37年の連続意見書 と商法改正
(1)連続意見書 と改正商法
「企業会計原則 と関係諸法令 との調整 に関す る連続意見書」(以下,連続意
見書 と略す)の 第五 「繰延資産について」は,昭 和37年8月に企業会計審議会
か ら公表された。それは繰延資産に関する企業会計原則の考え方を詳しく説明
するとともに,商 法および税法 との調整意見を表明 した文書である。商法 との
調整に関しては,昭 和37年改正前の商法に対する意見が表明されている。 とこ
ろが,商 法改正は昭和37年4月20日にすでに公布されてお り,38年4月1日か
ら施行 されることが確定 していた。すなわち,連 続意見書は商法改正後に公表
されたわけである。時間的な順序からすれば,不 思議な現象 といわざるをえな
いo
その間の事情 について,連 続意見書の前文はつぎのように述べている。
「本意見書に述べ られている企業会計審議会の意見は,実質的には法制審議
会商法部会を通 して,お おむねその趣 旨が とり入れ られ,本 年4月20日公布 さ
れた改正商法に反映されたのである。8)」
7)新 井 清 光 編,前 掲 書,202ペ ー ジ 。
8)同 書,352ペ ー ジ 。
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繰延資産に関す る連続意見書の審議は,昭 和34年6月末から始め られ,2,
3回の研究を行 なったのち,昭 和36年10月まで放置されていた といわれる。9)
その間,商法改正要綱が昭和35年8月に公表され,法律案の検討に入ったため,
遅れたわけである。その代わ り,意見書の主要な内容は改正商法に取 り入れ ら
れることになったのである。それにしても,外部者 にはわか りにくい事情とい
えよう。
(2)連続意見書の内容
連続意見書は3つ の部分から構成されている。第一が企業会計原則 と繰延資
産,第 二が商法 と繰延資産,そ して第三が税法 と繰延資産である。上述 した事
情により,第一 と第三の部分がとりわけ重要になる。
連続意見書がまず最初に指摘するのは,前 払費用 と繰延資産の区別である。
前払費用は,「すでに支出は完了 したが,い まだ当期中に提供 を受けていない
役務の対価たる特徴 を有 している。これに対 し,繰延資産は,支 出が完了して
いることは同様であるが,役 務その ものはすでに提供 されている場合 に生ず
る。」(第一 ・二)と いわれている。
さらに,繰 延経理の根拠 として,つ ぎの2点 があげ られている。
(一う ある支出が行なわれ,ま た,そ れによって役務の提供を受けたにもかか
わらず,支 出もしくは役務の有する効果が,当 期のみならず,次 期以降に
わたるもの と予想 される場合,効 果の発現 という事実を重視 して,効 果の
及ぶ期間にわたる費用 として,こ れを配分する。
口 ある支出が行 なわれ,ま た,そ れによって役務の提供を受けたにもかか
わらず,そ の金額が当期の収益に全 く貢献せず,む しろ,次 期以降の損益
に関係するものと予想される場合,収 益 との対応関係を重視 して,数 期間
の費用 として,こ れを配分する。
9)江村稔 「繰延資産 にかんする意見書 について」 『企業会計』第14巻11号,昭和37
年9月,156ページ。
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ひとつは効果の発現する期間に費用配分するという根拠であり,い まひとつ
は将来の収益 との対応関係を重視するという根拠である。これらの根拠につい
ては,ひ とつにまとめ られるのではないか とい う批判がなされている。10)た
しかに,両根拠 の違いを区別す ることはむずか しいようである。
また,繰 延資産については,規則的に償却することが強調されている。たと
えば,試 験研究費の償却に関 して,成 功 した場合 と失敗 した場合 について,つ
ぎのように述べている。
「試験研究が成功 したときでも,試験研究費の未償却残高を資産とくに無形
固定資産に振 り替える必要はなく,逆 に,失 敗 したときで も,これを全額償却
して,そ の金額 を営業外費用 もしくは繰越利益剰余金減少高 として処理 しな く
てもさしつかえない。けだ し,試験研究費を一定の期間にわたって規則的に償
却することにより,毎期の損益計算の正常性が,完全に保てるからである。」(第
一 ・三 ・へ)
この点については異論が多いことと思われる。
個別に検討 される内容 としては,創業費(開 業費を含む),社債発行割引料,
社債発行費,株 式発行費,開 発費および試験研究費が取 り上げられている。そ
の他の繰延資産 として,「家屋等の賃借にかかわる権利金お よび立退料,公 共
的施設等の施設のための支出,製 品の宣伝のために用い られる固定資産の贈与
にかかわる支出等」(第一 ・三 ・ト)があげ られている。すなわち,繰 延資産
の範囲は個別 に検討された内容だけでな く,広範にとらえられていることにな
る。
建設利息は別扱いされている。それは 「将来に生ずべき利益の前払,も しく
は資本の払戻の性格 をもつ」(第一 ・四)と して,特 殊な繰延資産 と解されて
いる。
10)渡辺進 「繰延資産意見書批判」『産業経理』第22巻10号,昭和37年10月,45ページ。
阪本安一 「連続意見書を評す 一特に第五 「繰延資産について」一」 『産業経理』
第22巻10号,昭和37年10月,51ペー ジ。宇南山英夫 「繰延資産について」 『産業
経理』第22巻10号,昭和37年10月,71ページ。
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商法に対する調整意見 としては,① 開業費の繰延経理を認めること,②社債
発行費の繰延経理 を認めること,③ 開発費 と試験研究費につき,繰延経理を認
めること,が提言 されている。 しかし,こ れらの諸点はいずれも改正商法にす
でに盛 り込まれていた。
税法には繰延費用 とその償却について,き わめて詳細な規定が設けられてい
た。そうした状況 に関 して,連 続意見書はつ ぎのような提言 を試みている。
「ある支出を繰延経理すべ き場合は,現実問題 としてきわめて多様であ り,
そのため損金算入の限度を明確 にすべ き法人税法の立場からは,画 一的な取扱
いを行なう必要が大 きいと解 される。 しか し,法人税法による規制 としては,
繰延経理および繰延額の償却期間について,法 人に一応の基準を示 し,こ の範
囲内で,法 人が 自主的にこれを決定 しうることを,さ らに明確 にすることが望
ましい。」(第三)
以上のように,連 続意見書は繰延資産に関するさまざまな論点を提供 した。
重要な論点はほぼ網羅されているといってもよい。それだけに問題点もいろい
ろと指摘 されている。明確な指針が示 されていない という批判もそのひとつで
ある。 しか し,まだ議論が煮詰っていない という側面を考慮 に入れる必要があ
ると思われる。
(3)改正商法の内容
昭和37年の商法改正に先だち,昭和35年8月に 「株式会社の計算の内容に関
する商法改正要綱法務省民事局試案」(以下,改 正要綱試案 と略す)が 公表 さ
れた。繰延資産に関連する内容 としては,繰延資産の範囲の拡大 と配当制限が
盛 り込まれた。
繰延資産の範囲は拡大 され,開 業費,開 発費,試 験研究費および社債発行費
の4つ が新 しく追加された。これらは企業会計原則により従来か ら主張されて
いたものである。開業費については開業後5年 内,開 発費と試験研究費は支出
後3年 内(改 正案で5年 内に延長),社債発行費は発行後3年 内(償 還期限が
3年未満の ときは償還期限内)に,毎 決算期において,均 等額以上 を償却する
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こととされた。11)
商法では繰延資産の計上を強制 しているわけではなく,計上可能としている。
しかも,繰延資産として計上で きる項 目は全部で8つ に限定されている。 した
がって,連 続意見書のように,そ の他の繰延資産を計上する余地はない。償却
については,「均等額以上の償却」 という文言か ら,必 らずしも均等額 を規則
的に償却することを要求しているわけではない。この点 も連続意見書とは異な
るようである。
試験研究費に関する解説のなかで,味 村治氏はつ ぎのように述べている。
「新製品又は新技術の研究が成功 して,特 許権 を得たときは,無体財産権 と
して,当 然,資 産の部に計上されるから,繰延資産たる性質を失い,償 却 も,
特許権の耐用年数にしたがって行 うこととなる。12)」
ここにも相違点が見 られる。このように,繰 延資産をめぐる商法 と連続意見
書の解釈 は微妙に異なっている。
一部の繰延資産については配当制限が設けられている。すなわち,開 業費,
開発費および試験研究費の合計額が資本準備金および利益準備金(そ の期の積
立額を含む)の 合計額を超 える場合,そ の超過額は配当可能利益に算入されな
いこととされた。改正要綱試案はその理由をつぎのように述べている。
「開発費等(開 業費,開発費お よび試験研究費をさす 一引用者)を 繰延資産
とすることは,不確実な資産を認めることにな り,かつ,そ の金額が巨額にな
ることもあるから,資本維持の原則の実質的な大幅な修正 となる。 また,開 発
費等の内容は,必 ず しも明確であるとはいえないので,会社の し意に流れる危
険がある。これは,債 権者の利益を害することになる。13)」
これらの繰延資産に配当制度を設けたのは,こ れ らを不確実な資産と考えて
11)「株式会社 の計算の内容 に関する商法改正要綱法務省民事局試案」 『企業会計』
第12巻12号,昭和35年10月,115,118-119ページ。新井清光編,前 掲書,782-783
ページ。
12)味村治 「繰延資産」 『企業会計』第12巻12号,昭和35年10月,129ページ。
13)「株式会社 の計算の内容 に関する商法改正要綱法務省民事局試案」前掲稿,118
ページ。新井清光編,前 掲書,782ペー ジ。
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いるためである。 したがって,正 当な資産 とは見なしていないということにも
なろう。
改正要綱試案に対す るさまざまな批判のうちで注 目したいのは,山 下勝治氏
を委員長 とする24名の会計学者 と商法学者からなる計理体系委員会の見解であ
る。同委員会は,繰 延資産に関して,つ ぎのような提案を行なった。14)
① 経営組織の改善費用を開発費に含めること
② 開業費,開 発費および試験研究費の償却を3年 内か ら5年内に延長する
こと
③ 社債発行費の償却 を社債の償還期限内にすること
④ 均等額以上の償却 という表現 を相当の額の償却に改めること
また,配 当制限に関しては,配 当可能利益の規制のあ り方そのものをつぎの
ように批判 し,全面的な削除を要求 している。
「『貸借対照表上の純財産』から出発 して利益配当の限度を規定 しようとす
る方式の もとでは,公正妥当な会計処理の基準により確立 している企業会計の
実務 に混乱を招 き,そ の健全な発展 を阻害するおそれが多分に認め られる。こ
の意味において,当 委員会は,… … 『利益の配当』に関する文言 を,全面的に
削除することを強 く希望するものである。15)」
こうした批判にもかかわ らず,改 正要綱試案は,上 記②を変更 しただけで昭
和37年に改正法として成立 した。
5昭 和38年,昭和49年および平成10年における展開
(1)昭和38年と昭和49年における調整
昭和37年の商法改正 により,8項 目の繰延資産に関する基本点は商法 と企業
会計原則 とで一致することになった。商法の改正を受けて,昭 和38年には 「株
14)山下勝治編 『会計の論理 ・商法の論理』中央経済社,昭 和36年,266-267ページ。
15)同書,270ペー ジ。
戦後の繰延資産会計 37
式会社の貸借対照表および損益計算書に関する規則」(以下,計 算書類規則 と
略す)が 制定 された。 また,同 年 には企業会計原則が修正された。計算書類規
則では,資 産 を流動資産,固 定資産および繰延資産に区分 した。長期前払費用
は無形固定資産 に含められた。他方,企 業会計原則では,資 産を流動資産,固
定資産および繰延勘定に区分 した。長期前払費用は繰延勘定に含め られている。
両者の調整がなされたのは昭和49年のときである。
昭和49年の計算書類規則の改正により,長期前払費用は投資等の部に記載さ
れることになった。同年の企業会計原則修正では,資 産 を流動資産,固 定資産
および繰延資産に区分 し,長期前払費用は投資その他の資産に属することとさ
れた。その結果,商 法 と企業会計原則 における繰延資産の表示上の問題は完全
に解消 したことになる。
なお,企 業会計原則 と税法 との調整 は依然 として残 されている。なぜなら,
税法上の繰延資産の範囲は,企 業会計原則および商法で規定された8項 目より
も拡大 されたままだか らである(法 人税法施行令第14条第1項 第9号)。
(2)平成10年の研究開発費に関する会計基準
昭和49年か ら平成10年までの25年間は,繰延資産に対 してあまり関心が もた
れなくなった ようである。多 くの会計学のテキス トは,商 法規定の解説に重点
をお くようになったといってもよい。 もちろん,異 論がないわけではない。た
とえば,試 験研究費に対する繰延否定説,社 債発行差金に対する前払利息説お
よび評価勘定説,建 設利益に対する資本控除説などが主張 された。 しかし,そ
のような批判は有効 な結果に結びつかなかったといえよう。
平成10年3月に 「研究開発費等に係 る会計基準」が設定された。研究開発の
重要性が高まり,会計基準 を整備する必要性が生まれたためである。同基準の
前文では,つ ぎのような指摘がなされている。
「研究開発費に類似する概念 として,我が国には試験研究費及び開発費があ
る。しか し,試験研究費及び開発費は,その範囲が必ず しも明確でなく,また,
資産への計上が任意となっていること等か ら,内外企業間の比較可能性が阻害
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されているとの指摘がなされている。」(前文 ・二)
さらに同基準 によれば,研 究開発費は,発生時には将来の収益を獲得で きる
か否か不明であ り,また,研 究開発計画が進行 し,将来の収益の獲得期待が高
まったとしても,依然 としてその獲得が確実であるとはいえない。したがって,
研究開発費は発生時 に費用 として処理することとした(前 文 ・三 ・2)。すな
わち,繰 延経理は禁 じられることになったのである。
問題は,従 来,繰 延資産として認知 されていた試験研究費および開発費 と研
究開発費との関係 をどのように理解するかにある。この点 について,北 村敬子
氏は,試 験研究費はすべて研究開発費に包含され,開 発費の一部は研究開発費
に含まれない と解 している16)。
これを受けて,「財務諸表等の用語,様式及び作成方法に関する規則」では,
繰延資産の例 として,試 験研究費を除外 している(第37条)。
6む す び
戦後の繰延資産会計の推移 をながめるとき,2つ の特徴があげられよう。ひ
とつは昭和37年の商法改正である。商法が企業会計原則の考 えをほぼ全面的に
受け入れたことは画期的なことである。いまひとつはその後の平成10年までま
ったく展開がなかった点である。商法規定に対する不満が当初 はかなりあった
はずである。 しかし,そ うした不満の声 はその後の商法改正 には結びつかなか
った。不満はいつの間にか消えて しまったようにさえ感 じられる。いいかえれ
ば,商法規定が浸透 し,定着 してしまった といって もよいであろう。その結果,
繰延資産に関する限 り,会計の発展は停滞してしまったようである。
16)北村敬子 「『研究開発費等に係 る会計基準の設定に関する意見書』の経緯 と概要」
『企業会計』第50巻7号,平成10年7月,74ページ。
